
情報信託機能の認定スキームの在り方に関する検討会 

開催要綱 

 

１ 目的 

データ流通環境整備検討会（旧：ＩＴ総合戦略本部）及び総務省情報通信審議会における

議論等を踏まえて開始した、ユーザーが安心して情報信託機能を活用するための民間の団体

等による任意の認定制度を普及・発展させることを念頭に、情報信託機能を担う者に求めら

れる要件や認定の運用スキーム等認定制度の在り方について検討を行う。 

 

２ 検討内容 

 情報信託機能の認定スキームの在り方について、以下の項目を中心に検討する。 

(1) 情報信託機能による個人情報の提供に関する法的整理 

(2) 情報信託機能を担う者に必要となる体制面等の要件、セキュリティ対策等 

(3) 認定団体の運用スキーム 

 

３ 構成及び運営 

(1) 本検討会の構成員は別紙のとおりとする。 

(2) 本検討会に座長を置く。 

(3) 座長は、本検討会を招集し、主宰する。 

(4) 座長は、必要があると認めるときは、座長代理を指名することができる。 

(5) 座長は、必要に応じて構成員以外の関係者の出席を求め、その意見を聴くことができ

る。 

(6) 座長代理は、座長を補佐し、座長不在のときは座長に代わって本検討会を招集し、主催

する。 

(7) その他、本検討会の運営に必要な事項は、座長が定めるところによる。 

 

４ 議事等の公開 

(1) 本検討会は原則公開とする。ただし、座長が必要と認める場合は非公開とする。 

(2) 本検討会の取りまとめ結果及び議事概要は、検討会終了後に公表するものとする。 

 

５ スケジュール 

  本検討会は、平成２９年１１月から開催する。 

 

６ 事務局 

  本検討会は総務省情報流通行政局地域通信振興課及び経済産業省商務情報政策局情報経済

課が主催する。 
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